
第第9797期（平成期（平成1414年度）決算の概要年度）決算の概要

株式会社　静 岡 銀 行

平成１５年５月２２日



利益の状況（連結）利益の状況（連結）

Ø連結経常収益 前期比△366億円減収 連結経常費用 前期比△464億円減少

増減率増減額

前 期 比
14年度

△２１．８△４６４１，６５８連 結 経 常 費 用

＋５２

＋９８

△３６６

＋６９．５１２７連 結 当 期 純 利 益

＋７８．８２２２連 結 経 常 利 益

△１６．３１，８８０連 結 経 常 収 益

１

《 連結対象会社（14社）》

静 銀 経 営 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ㈱

静 銀 ﾘ ｰ ｽ ㈱

静岡 ｺ ﾝ ﾋ ﾟ ｭ ｰ ﾀ ｰ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静 銀 信 用 保 証 ㈱

静 銀 ﾃ ﾞ ｨ ｰ ｼ ｰ ｶ ｰ ﾄ ﾞ ㈱

静 岡 ｷ ｬ ﾋ ﾟ ﾀ ﾙ ㈱

静 銀 ﾃ ｨ ｰ ｴ ﾑ 証 券 ㈱

静 銀 静 浦 代 理 店 ㈱ ※

静 銀 地 頭 方 代 理 店 ㈱

欧 州 静 岡 銀 行

静 銀 総 合 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静 岡 ﾓ ｰ ｹ ﾞ ｰ ｼ ﾞ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ㈱

静 岡 資 産 管 理 ㈱ ※

静 銀 ﾋ ﾞ ｼ ﾞ ﾈ ｽ ｸ ﾘ ｴ ｲ ﾄ ㈱

《利益の状況》

Ø連結経常利益 前期比＋98億円増益 連結当期純利益 前期比＋52億円増益

○静岡銀行グループの経常収益は静岡銀行での「資金運用収益」および「その他経

常収益」を中心に、前期比△366億円減少して1,880億円となりました。

「資金運用収益」は貸出金利息、有価証券利息配当金および預け金利息の減少、

「その他経常収益」は株式等売却益の減少を主因に減少しました。

○一方、連結経常費用は静岡銀行での「資金調達費用」および「その他経常費用」

を中心に前期比△464億円減少して1,658億円となりました。「資金調達費用」は

預金利息の減少、「その他経常費用」は貸倒引当金繰入額の減少を主因として減

少したものです。

○この結果、連結経常利益は前期比＋98億円増益の222億円、連結当期純利益は前

期比＋52億円増益の127億円となりました。

※静銀静浦代理店㈱および静岡資産
管理㈱の２社は、現在清算手続
中です

(億円、％）



利益の状況（単体）利益の状況（単体）
Ø経常収益 前期比△380億円減収

(億円、％）

＋９８５．３＋２８３１特別損益

△１９．２△３８０１，５９６経常収益

＋６８．７＋８０１９６経常利益

＋９０．７＋１０８２２７税引前当期純利益

＋５９．３＋４６１２３当期純利益

業務純益

経　　　費

一般貸倒引当金繰入額

増減率増減額

△８２．５
△５３２．０

△２７２
△２０１

５８
△１６３

うち不良債権処理額
うち株式等関係損益

＋１７．６＋５４△２５１臨時損益

＋４．１＋１９４８１基礎的業務純益 ※

＋６．１＋２６４４７

△６．２△５０７７０

△２２．４△９３２

△３．１
＋９．０

△１４．９
△８０．６

（△636.8)

△３５
＋１１

△２
△７

（△２）

１，１０１
１３２

１４
２

（△２）

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
　　　（国債等債券関係損益）

△２．７△３４１，２４８業務粗利益

前期比１４年度

【静岡銀行単体】

２

Ø経常利益 前期比＋80億円増益

Ø当期純利益 前期比＋46億円増益

資金需要の低迷ならびに低金利政策の長期化の
影響による資金運用収益の減少、株式等売却益
の減少を主因に前期比△380億円減収の1,596億
円となりました。

フィービジネスの強化により役務取引等利益が
増加したほか、経費削減効果などから本業の収
益を示す基礎的業務純益は前期比＋19億円増加
しました。
一般貸倒引当金繰入額が前期比△9億円と減少
したため、業務純益は前期比＋26億円の増益と
なりました。

株式等関係損益は悪化したものの、個別貸倒引
当金繰入を中心とする不良債権処理額が減少し
たため、前期比＋80億円増益の196億円となり
ました。

経常利益の増加に加え、動不動産売却益を中心
とする特別損益の改善などにより、当期純利益
は前期比＋46億円増益の123億円となりました。
なお、外形標準課税導入に伴う法人税等負担額
増加要因（16億円）を控除しますと、当期純利
益は139億円と公表利益（140億円）をほぼ達成
したことになります。

※基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

Ø基礎的業務純益 前期比＋19億円増益
Ø業 務 純 益 前期比＋26億円増益



＋０．０８

＋０．１６

△０．０９

14年3月末比

９．４７

１０．５７

１１．９８

税効果相当額の上限を
TierⅠの10％とした場合

１２．４２１２．５１１２．５８ＢＩＳ自己資本比率

９．４７９．３９９．３６中核自己資本比率

１１．０１１０．８５１０．４７ＴｉｅｒⅠ自己資本比率

15年3月末14年3月末13年3月末

≪連結ベース≫

≪自己資本･リスクアセットの内訳≫

（％）

△８７

＋４１

△１，９３２

△１，９７８

－

△１４１

△１５４

＋６

△１４８

△２８９

14年3月末比

４８６６７９６７３５３８税効果相当額

９９９１控除項目

２０２２０２２８９１６４マーケットリスク相当額

１，０２４１，０２４９８３１，０７４オフバランス

４２，８６５４２，８６５４４，７９７４６，９６５オンバランス

４４，０９１４４，０９１４６，０６９４８，２０３リスクアセット

６３１６３１７７２１，０１９ＴｉｅｒⅡ

４，１７６４，１７６４，３３０４，５１２中核自己資本

４，６６２４，８５５５，００３５，０５０ＴｉｅｒⅠ

５，２８４５，４７７５，７６６６，０６８自己資本

税効果相当額の上限を
TierⅠの10％とした場合15年3月末14年3月末13年3月末

（億円）
※中核自己資本比率＝（TierⅠ－税効果相当額）÷リスクアセット

自 己 資 本 比 率自 己 資 本 比 率
ØＢＩＳ自己資本比率（連結ベース）は１２．４２％

３

有価証券含み益等を含まない基本的項目であるTierＩのみで１１．０１％ TierⅠから税効果相当額を
控除した中核自己資本比率でも９．４７％と、ＢＩＳが定めた国際統一基準である８％をクリアしてい
ます。資本に算入できる税効果相当額の上限を米国並みにTierＩの10％とした場合でも、BIS自己資本比
率およびTierＩ自己資本比率は１１．９８％、１０．５７％と高水準を維持可能です。



アセットクォリティ①アセットクォリティ①

９０．０８

４．３５

２，１９９

９１．２３

４．９０

２，４９０

４０８

１３

１，８９３

１７６

14／3末

８６．０８

５．２９

２，５７７

８７．１３

５．６９

２，７８７

６６０

７

１，９２４

１９６

15／3末

△４．００

＋０．９４

＋３７８

△４．１０

＋０．７９

＋２９７

＋２５２

△６

＋３１

＋２０

14／3末
比

総貸出金に占める割合（％）

担保・保証等によるカバー率（％）

部分直接償却を実施した場合

担保・保証等によるカバー率（％）

総貸出金に占める割合（％）

リスク管理債権合計

貸出条件緩和債権額

３カ月以上延滞債権額

延滞債権額

破綻先債権額

≪リスク管理債権≫　 ≪金融再生法開示基準の不良債権≫　

８９．９３

４．３０

２，２２５

９１．０９

４．８４

２，５１６

４２１

１，３１１

７８４

14／3末

＋３７３

△３．８４８６．０９担保・保証等によるカバー率（％）

＋０．８８５．１８総与信に占める割合（％）

２，５９８部分直接償却を実施した場合

△３．９６８７．１３担保・保証等によるカバー率（％）

＋０．７４５．５８総与信に占める割合（％）

＋２９２２，８０８金融再生法開示基準の不良債権合計

＋２４５６６６要管理債権

＋２０２１，５１３危険債権

△１５５６２９破産更生債権及びこれらに準ずる債権

14／3末
比

15／3末

４

（億円） （億円）

（注）「担保・保証等によるカバー率」は貸倒引当金を含む

※なお、リスク管理債権から部分直接償却を実施した場合の２０９億円、信用保証協会の保証付貸出金８１３億円を控除す
ると、総額は１，７６４億円となり部分直接償却額を控除した総貸出金に占める割合は３．６２％となります。



アセットクォリティ②アセットクォリティ②

０．７３

３７２　

－　

４２　

３３０　

２６５　
０　

６５　

１３年度

０．４５

２３３　

△１　

３９　

１９５　

１９０　
０　
５　

１２年度 １５年度予想１４年度

前期比前期比

＋５８　１４８　△ ２８２　９０　　与信費用（①＋②＋③）　

＋０．１２０．３０△ ０．５５０．１８与信費用比率（※）

－　

△ １０　

△ ２７２　

△２２７　
△０　

△ ４５　

－　

３２　

５８　

３８　
０　

２０　

－　－　　特定海外債権引当勘定繰入額（③）

△ ４　２８　　一般貸倒引当金繰入額（②）

　不良債権処理額（①） １２０　

８０　
０　

４０　

＋６２　

＋４２　
△０　

＋ ２０　

　個別貸倒引当金純繰入額
　貸出金償却
　その他の債権売却損等

(億円、％）

９．０５

１．２６

０．２３

予想損失率（％）

要 管 理 先 債 権

引当基準

要 注 意 先 債 権
（除く要管理先債権）

各債務者区分ごとに､債権の平均残存期間に対する
過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき、
今後の一定期間における予想損失額を算出し一般
貸倒引当金に計上しています。

正 常 先 債 権

債務者区分

５

《

与

信

費

用

》

《

償

却
・
引
当

基

準

》

※与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残

【一般貸倒引当金】・・・残高３２５億円

【個別貸倒引当金】・・・残高６１６億円

破 綻 先 債 権
Ⅲ・Ⅳ分類額全額を個別貸倒引当金に計上しています。

実 質 破 綻 先 債 権

過去３算定期間の貸倒実績率の平均値にもとづき､今後３年間の予想損失率を算出し、
Ⅲ分類とされた債権に予想損失率を乗じて、個別貸倒引当金に計上しています。

破 綻 懸 念 先 債 権

引当基準債務者区分

（注）要管理先債権の保全不足分に対する引当率は２１．４７％

※

※貸出金に対する予想損失率を掲載しています



有価証券の状況有価証券の状況

Ø 15年3月末の有価証券評価損益は＋658億円（14年3月末比△391億円）うち株式評価損益は
＋482億円（14年3月末比△423億円）となっています。

Ø 株価下落により株式等の減損（株式等償却）△189億円を計上しました。

△７９億円

△１１０億円

・期末の時価が簿価に比べて50％以上下落したもの

・期末の時価が簿価に比べて30％以上50％未満下落し、期末前

　６カ月間の時価が一度も簿価相当額以上にならなかったもの

株式等

－・期末の時価が簿価に比べて30％以上下落したもの債　券

損益への影響減　損　基　準

(億円）

６

＋８５＋５８△２７＋１４
そ の 他
（外債および

投資信託等）

△５３＋１１８＋１７１＋２１８債 券

△４２３＋４８２＋９０５＋１，４６６株 式

△３９１＋６５８＋１，０４９＋１，６９８合 計

14年3月末比15年3月末14年3月末13年3月末

≪その他有価証券の評価損益の状況≫　　　

≪減損処理による影響≫　

△３，０５２円７，９７２円１１，０２４円１２，９９９円日 経 平 均 株 価



35,970

29,071

35,783

29,073

34,584

28,496

20,000

30,000

40,000

12年度 13年度 14年度

中小企業等向け貸出金

県内中小企業等向け貸出金

1,271

1,357

1,409

1,200

1,250

1,300

1,350

1,400

1,450

12年度 13年度 14年度

行員一人あたり貸出金
（億円） （百万円）

（億円）

貸出金の状況貸出金の状況

７

（△3.5％） △３，７１７１０３，０８９１０６，８０６１０７，９３１静岡県内全体の貸出金（末残）

（＋4.7％） ＋４７８１０，６１９１０，１４１９，６２４うち県内消費者ローン

うち消費者ローン

静岡県内貸出金平残

うち当行の静岡県内の貸出金（末残）

県内中小企業等向け貸出金

中小企業等向け貸出金

総 貸 出 金 平 残

（△3.2％） △１，０９１３３，０２２３４，１１３３４，６０５

（△2.0％） △５７７２８，４９６２９，０７３２９，０７１

（△2.0％） △６７５３３，４５５３４，１３０３４，１１２

（＋4.3％） ＋５２４１２，７３２１２，２０８１１，６２７

（△3.3％） △１，１９９３４，５８４３５，７８３３５，９７０

（△2.2％） △１，１３９４９，４９７５０，６３６５１，２８６

前期比14年度13 年 度12 年 度

107,931

34,605

106,806

34,113

103,089

33,022

0

40,000

80,000

120,000

13/3 14/3 15/3

静岡県内全体の貸出金

当行の県内貸出金（億円）

● ●
●＋0.6％

△1.4％ △3.2％

＋1.4％ △1.0％ △3.5％◆ ◆
◆

当行
県内貸出

県内
全体の
貸出金

※静岡県内全体の貸出金（末残）は地銀、第二地銀、都銀、信金の合計です



＋１，０７６５４，６８７５３，６１１５３，３６２静 岡 県 内 預 金

総 預 金 平 残

４４，０３８

６６，７２３

13年度 前期比14年度12年度

４３，３８１

６６，６６４

＋２，１５４４６，１９２個 人 預 金

＋５４５６７，２６８

Ø静岡県内預金および個人預金を中心に総預金平残は前年同期比＋545億円増加し
ました。

（億円）

《個 人 預 り資 産 の 内 訳 》

1,661

1,814

1,958

1,500

1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

12年度 13年度 14年度

行員一人あたり預金等

個 人 預 り 資 産

（百万円）
（億円）

＋１，０８３５，１１６４，０３３２，１３３国 債

＋７２０１３－譲 渡 性 預 金

＋６９６９－－個 人 年 金 保 険

△２９６９５７２４３８６外 貨 預 金

△５８２６７３２５３３０投 資 信 託

＋１，２２８４５，９１４４４，６８６４２，７３７円 貨 預 金

＋２，３００５２，０８１４９，７８１４５，５８６個人預り資産末残

14年3月末比15年3月末14年3月末13年3月末

預金・預り資産の状況預金・預り資産の状況

８

Ø「高格付」「信頼性」を背景とした資金吸収力を活かし、国債、外貨預金、個
人年金保険など多様化している顧客ニーズに対応した魅力ある商品ラインナッ
プの提供により、個人預り資産残高は順調に増加しました。

Ø公共債（国債）の保護預り残高は、地銀首位となっています。

《 預 金 》

（億円）

45,586

49,781

52,081

40,000

45,000

50,000

55,000

13/3 14/3 15/3



２３．７２

６７．６４

０．２３

０．５２

３．６７

８．２１

12年度

１０．２５

６３．９４

０．０９

０．５９

１．５６

９．３９

13年度

△２．３０６１．６４ＯＨＲ

＋６．３０１６．５５1株当たり当期純利益（円）

＋０．０６０．１５ＲＯＡ（当期純利益）

＋０．０２０．６１ＲＯＡ（基礎的業務純益）

＋０．９７

＋０．５１

前期比

２．５３

９．９０

14年度

ＲＯＥ（当期純利益）

ＲＯＥ（基礎的業務純益）

定時株主総会決議枠（上限）14年7月～15年3月取得実績

２３１

２９，９２８

７７．０３００取 得 総 額 （ 億 円 ）

９９．８３０，０００取 得 株 式 数 （ 千 株 ）

実績率（％）

(％）≪ 経 営 効 率 ≫

≪自己株式取得実績≫

Ø平成13年度の商法改正により解禁された金庫株制度への対応として、経営環境の変化
に即した機動的な資本政策を行うため、平成１４年６月の定時株主総会で決議された
取得枠の範囲内で当期において自己株式を取得しました。

資本効率・経営効率資本効率・経営効率

９

Øなお、静岡銀行では平成９～１３年度の間、５年連続して｢自己株式の取得・消却」を
実施し、その累計は５５，４０４千株、５９８億円です。上記自己株式取得実績との
総合計は８５，３３２千株、８２９億円となりました。



＋５３．３３００経 常 利 益

（＋４．０）（５００）（基 礎 的 業 務 純 益 ）

＋４２．６

＋３９．８

△４．８

前期比（％）

＋４６．５

＋４．１

△３．５

前期比（％）

１５年 度 予 想 （億 円 ）＜ 連 　 　 結 ＞

１８１当 期 純 利 益

３１０経 常 利 益

１，７９０経 常 収 益

１８０当 期 純 利 益

４６５業 務 純 益

１，５４０経 常 収 益

１５年 度 予 想 （億 円 ）＜ 静 岡 銀 行 単 体 ＞

業 績 予 想業 績 予 想

10
（注）上記の予想は、現時点で入手された情報に基づき判断した予想であり潜在的なリスクや不確実性が含まれております。

従いまして、実際の業績は、様々な要因によりこれらの業績予想数値とは異なる可能性があります。


